

























年には女性の 2 人に 1 人が 50 歳以上となり（河























































































は，原則国が 3 分の 2，地方（都道府県および市























































































ウェブ調査を依頼した。2016 年 11 月の時点で，
同社のモニター数は約 150 万人であった。本調査













300 人，女性 300 人）のデータが収集された。平
均年齢は 48.08 歳（SD =13.54），男性の平均年齢




　2016 年 11 月中旬であった。
質問項目
　本研究の目的に照らし，子どもの人数，世帯年













































Q 5 あなたは現在，経済面に関する不安を感じていますか。（6 段階評定）
Q 6 あなたは将来的に，経済面に関する不安を感じますか。（6 段階評定）
Q 7  あなたは，仕事と育児の両立に関する不安を感じることはありますか（将来のことも含みます）。（6 段階評
定，およびその理由）
Q 8  あなたは，仕事をしながら育児をしたいと思いますか（将来のことも含みます）。（6 段階評定，およびその
理由）










報告された。主な回答例を Table 2 に示した。
度数分布，記述統計量および重回帰分析・ロジ
スティック回帰分析結果
　職業および世帯年収の度数分布を Table 3 およ
び Table 4 にそれぞれ示した。また，それ以外の






















































































































p ＜ .01；女性：β=－.328，p ＜ .01；β=－.295，
















変数 男性・既婚 （n＝191） 男性・未婚（n＝109） 女性・既婚（n＝197） 女性・未婚（n＝103）
年齢 55.87（11.36） 44.22（12.36） 47.83（11.88） 38.63（12.91）
子どもの人数（Q1）  1.71（ 0.98） ―  1.44（ 1.00） ―
ほしい子どもの人数（Q4） ―  0.65（ 0.97） ―  0.79（ 1.08）
現在の経済的不安（Q5）  4.22（ 1.32）  4.52（ 1.36）  4.08（ 1.34）  4.63（ 1.25）
将来の経済的不安（Q6）  4.53（ 1.25）  4.74（ 1.34）  4.39（ 1.34）  4.89（ 1.09）
仕事・育児両立不安（Q7）  2.90（ 1.56）  3.54（ 1.84）  3.39（ 1.65）  3.76（ 1.75）
仕事・育児両立願望（Q8）  2.89（ 1.66）  2.84（ 1.66）  3.05（ 1.59）  3.00（ 1.66）
子どもを増やさなければな
らない自覚（Q10）  2.66（ 1.09）  2.27（ 1.06）  2.38（ 1.02）  2.18（ 1.04）











年齢 　.047 －.177† 　.221** －.178†
職業 　.111 　.007 　.024 　.011
世帯年収（Q2） 　.132† 　.035 －.013 　.131
現在の経済的不安（Q5） －.212 　.171 　.107 　.311†
将来の経済的不安（Q6） 　.198 －.185 －.156 －.204
仕事・育児両立不安（Q7） 　.050 －.064 －.038 　.208*
仕事・育児両立願望（Q8） －.096 　.446*** 　.324*** 　.318**





子育てしやすい環境（Q11） 　.048 　.074 　.058 　.174†
R2 　.060* 　.307*** 　.063* 　.286***
表中の数値は標準偏回帰係数βである。
Q9 のカッコ内の数値は，「育児」と回答した人数である。






るロジスティック媒介分析 （cf., Baron & Kenny, 
1986；Preacher & Hayes, 2004）を実施した。そ
の結果を Figure 1 および Figure 2 に示した。
　まず，男性未婚者の結果をみると，仕事・育児
両立不安からほしい子どもの人数への直接効果は
有意であったが （β=.257， p ＜ .05）， 媒介変数を
統制すると直接効果に減衰がみられた（β＝
－.064，n.s.）。ブートストラップ法 （cf., Preach-
er & Hayes， 2004 ；Preacher & Hayes， 2008）
を用いた間接効果の検定を行った（5000 サンプ
ル）ところ，標準化係数は .264（95%CI［0.19，




































***p ＜ .001　**p ＜ .01　*p ＜ .05　†p ＜ .10
表中の数値は近似標準化係数βである。















































































　世帯年収および Q5～Q11 の諸変数（Tables 1, 





































































































































































































































および日本発達心理学会第 30 回大会 において発表さ
れた。
《注》
（ 1 ） 所得が所得制限限度額以上の場合は，特例給付
として月額一律 5000 円が支給される。
（ 2 ） 2016 年 度 の 人 口 動 態 統 計（ 厚 生 労 働 省，
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347少子化に影響を及ぼす心理・社会的要因に関する検討
 One of the serious social problems in Japan at present is the declining birthrate phenomenon, 
and particularly in recent years, it was said that this declining birthrate has become increasingly se-
rious. This study aims to clarify psychological and social factors that are thought to have an effect on 
the acceleration of this declining birthrate, and to propose a way to address future declining birth-
rate. In this study, we conducted a web survey for female and male participants who were all over 
Japan over the age of 18. As a result, it was shown that the marriage orientation and the orientation 
to have children became stronger as unmarried people became more anxiety about balance between 
work and childcare. It was thought that the marriage orientation further increased the orientation to 
have children because the marriage would allow them to share their anxieties about work and child-
care with their spouses. Also, the future prospects differed depending on the household incomes. 
Taken together, it was considered that a concrete way to draw a future image with low economic in-
security was necessary especially for low-incomes.
Keywords:  declining birthrate, psychological factors, number of children, marriage orientation, anxi-
eties, balance, household incomes
The Effects of Psychological and Social Factors 
on the Declining Birthrate
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